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自動運転の自動化機能の水準については、米国運輸省道路交通安全局（NHTSA : National 
Highway Traffic Safety Administration）による定義があり、運転が制御されるレベルに応じ
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り防止装置、衝突被害軽減ブレーキ、車線逸脱防止支援システム）















行時等の特定局面は、レベル 4 の自動運転であり、走行状況の検知が困難な場合はレベル 1、
それ以外はレベル 2 または 3 とする等、状況に応じて自動化レベルを可変にすること、ドライ
バーの制御を前提とする“人間中心の自動化”が目標とされている。










う CACC（Cooperative Adaptive Cruise Control）等の技術を活用して実用化が進められてい
る。
一方、Google Car のように、人工知能（AI : Artificial Intelligence）での自動走行を実現
するソフトウェア機能によるレベル 4 を直接目指す自動走行を行うセルフドライビングカー
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2025 年までに、a. 年間販売台数 1,450 万台、新車販売台数に占める割合 12-13%、b. 市場の規
模 420 億ドル （約 5 兆円、自動車本体価格は除く）と予測される。さらに、③全自動化の見





2009 年 12 月、米国運輸省 USDOT（Department of Transportation）の RITA（Research 
and Innovative Technology Administration）は、2010 年～ 2014 年の 5 年間を対象として「5-
Year ITS Strategic Research Plan（戦略的開発計画）」［7］を発表した。Connected Vehicle 
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その後、2013 年 12 月、USDOT の RITA （研究・革新技術庁）は、「2015-2019 ITS Strategic 
Plan」計画［8］を作成発表した。この計画は、2009年に策定した「5 year Strategic Plan（2010-2014
年）」の後継計画に位置づけられる。計画の理念は「つながるくるま」の実用化と「自動運転





課題 3. Big Data / Data Management
車両、移動端末、インフラからのデータ融合による交通管理と効果評価











制や禁止事項を設けないとしている。IT 企業が集まるカリフォルニア州では、2014 年 9 月か
ら自動運転車への免許の交付を行っており、交付に際して条件を設けている。また、いくつか
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が定められている。基本的には、1949 年のジュネーブ条約と 1958 年のウィーン条約がその根
拠となっているが、欧米では自動運転車が公道を走行できるよう、法制度を見直し条約を改定
する動きが出てきている。例えば、米国では州議会においてネヴァダ州、フロリダ州、カリフォ





















づく所要の手続きが必要になる。その際、連邦政府の定める自動車基準（FMVSS : Federal 














・・・　Department of Motor Vehicles（車両管理局）、State DOT（運輸局）
米国では、自動運転車を法的に受け入れることを検討する州が増加している。州議会におい
て立法が承認・施行された州は、ネヴァダ州（2011 年 6 月）、フロリダ州（2012 年 7 月）、カリフォ






州車両管理局（DMV：California Department of Motor Vehicles）に対し、自動運転車を操作
するための申請方法、承認手順の作成、自動運転車の安全性と性能に関する基準の策定、自動
運転の専用免許を持つ運転者が試験走行を行うことを認めることなどを義務付けている。
➣　ネヴァダ州　法案 AB511  制定：2011 年 6 月、施行 2011 年 6 月
➣　フロリダ州　法案 CS/HB1207  制定：2012 年 4 月、施行 2012 年 7 月
➣　カリフォルニア州　法案 SB1298  制定：2012 年 9 月、施行 2013 年 1 月
米国のいくつかの州で定められた自動運転を認める法令は、概ねレベル 3 とレベル 4 の
自動車を対象とする。州政府は実験以外の目的で自動運転車を認めるべきではないという
NHTSA の見解を反映し、提言は全て、実験に携わる事業者が運転車を雇用し、実験するこ
とを前提にする。NHTSA による“Preliminary Statement of Policy Concerning Automated 
Vehicles）” ［15］において、自動運転を 5 段階のレベルに設定し、州政府の自動運転について、
そのステークホルダー向けに提言している。
レベル 0：自動化されていない（Non-Automation）　　　　 
レベル 1：部分的な自動化（Function-Specific Automation）　 
レベル 2：複合的な自動化（Combined Function Automation） 
レベル 3：限定的な自動化（Limited Self-Driving Automation）
































とする方針を打ち出していたが、2015 年 11 月、運輸省のアンソニー・フォックス長官は、自
動運転車の安全策に慎重になりつつも、政策の更新や企業への支援策について、北米での国際
自動車イベントで、フォードや GM、テスラ、そしてグーグル等と共に、今後の取り組みを示
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り、常に代って運転できるようスタンバイを行って、不測の事態に備えるようにしている。
6. 2 国策としての開発投資
2016 年 1 月、米国運輸省のアンソニー・フォックス長官は、オバマ政権の 2017 年予算案の
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ニティメンバーでの利用へと、自動車の価値を移転させる技術論が盛んな状況で、人間のパー
ソナルモビリティの価値観を再考する時期に来ているものと考える。
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